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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第119期 

第１四半期連結 
累計期間 

第120期 
第１四半期連結 

累計期間 
第119期 

会計期間 

自平成26年 
４月１日 
至平成26年 
６月30日 

自平成27年 
４月１日 

至平成27年 
６月30日 

自平成26年 
４月１日 
至平成27年 
３月31日 

売上高 （百万円） 170,459 207,220 799,076 

経常利益 （百万円） 12,843 14,887 44,867 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 9,615 9,491 20,628 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 9,384 10,646 25,465 

純資産額 （百万円） 373,163 393,601 388,496 

総資産額 （百万円） 701,375 696,626 719,754 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 38.10 37.62 81.73 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 53.1 56.4 53.8 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．第119期連結会計年度（平成26年４月１日より平成27年３月31日まで）より、重要性が増加したため鴨

川みらいソーラー㈱およびJGC Gulf Engineering Co., Ltd.を新たに連結子会社に加えている。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してい

ない。

５．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期

連結累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」とし

ている。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く事業環境は、原油価格の低迷により、産油・産ガス諸

国および大手石油会社等が設備投資計画の一部を見直しており、先行き不透明な状況が続いております。一方、新興

国における人口増加や経済成長を背景に、今後も世界的にエネルギー需要は増加すると見込まれており、一部の国や

地域では石油・ガス案件を中心に内需向けの計画が着実に進展しております。 

なお、受注については、当第１四半期連結累計期間において入札結果が判明する大型案件がほとんどありませんで

した。引き続き受注目標の達成を目指し、全社を挙げて付加価値の向上やコスト競争力の強化を推進し、優良案件の

獲得に向けて受注活動に取り組んでまいります。また、既受注案件では、LNG（液化天然ガス）分野を中心とする大

型案件の確実な遂行に注力いたしました。 

以上のような取組みのもと、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績等については、以下のとおりとなり

ました。 

 

経営成績

 
当第１四半期連結累計期間 

(百万円)
前年同期増減率

(％)

売上高 207,220 21.6

営業利益 11,953 △7.5

経常利益 14,887 15.9

親会社株主に帰属する

四半期純利益
9,491 △1.3

 

受注高

 
当第１四半期連結累計期間 

(百万円)
割合
（％）

海外 9,593 36.8

国内 16,448 63.2

合計 26,041 100.0

 

この結果、当第１四半期連結会計期間末の連結受注残高は、為替変動による修正および契約金額の修正・変更を加

え、１兆6,198億円となりました。

 

セグメント別状況

総合エンジニアリング事業

EPC（設計・調達・建設）ビジネスでは、日本国内をはじめ中東、アフリカ（特にサブサハラ）、東南アジア、北

米地域およびロシア・CIS等において受注活動に取り組むとともに、受注済みプロジェクトの確実な遂行に注力いた

しました。受注済みプロジェクトは順調に進捗しており、中でも現在オーストラリアで遂行している大型LNGプラン

トの建設はピークを迎えております。本プロジェクトはモジュール工法を導入し、アジア各地に所在する建設ヤード

で機能単位に分割されたプラントの建設を進め、大型船による運搬を経て最終建設地でひとつのプラントに組み上げ

るという新たな建設手法に挑戦しております。なお、カタールにて遂行中のBarzan Gas Company Limited向け大型ガ

ス処理プラント建設工事については、本年６月に第１系列の引渡しを完了し、現在第２系列の引渡しに向けプロジェ

クト関係者一丸となって対応しております。 

投資ビジネスでは、引き続き複数の地域において各種事業の運営を展開しており、また、企画・マネジメントサー

ビスでは、アジア地域において都市開発やインフラ整備案件を進めております。 
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触媒・ファイン事業

触媒事業では、石油精製触媒の海外大型案件および石油化学触媒の国内案件の納期が翌四半期以降へ繰延べになっ

たこと、環境保全触媒における国内案件が減少したことにより前年同期比で減収減益となりました。ファイン事業に

おいては、光学材料および化粧品材料等は堅調に推移しましたが、スマートフォン向け部材用研磨材および機能性塗

料材の出荷が減少したことにより減収減益となりました。今後、FCC触媒の国内シェア拡大、環境保全触媒のごみ焼

却炉向け販売の強化、石油精製各社の石油精製と石油化学のインテグレーション化に対応したケミカル触媒の拡販、

光学材料・化粧品材料やセラミックス・金属複合材料の海外展開等を積極的に推進してまいります。 

 

その他の事業

その他の事業では、引き続き国内における大規模太陽光発電（メガソーラー）事業等を実施しております。 

 

以上のような取組みのもと、日揮グループの当第１四半期連結累計期間のセグメント別の業績については、以下の

とおりとなりました。 

 

 
総合エンジニア
リング事業 
(百万円)

前年同期
増減率
（％）

触媒・ファイン
事業 

(百万円)

前年同期
増減率
（％）

その他の事業 
(百万円)

前年同期
増減率
（％）

売上高 196,127 25.0 8,252 △19.9 2,840 △12.9

営業利益 10,787 △1.7 642 △47.7 368 △47.3

 

（２）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は18億71百万円（消費税等は含まない）です。な

お、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（参考）受注高、売上高および受注残高                                    （単位：百万円）

区分
前連結会計年度末

受注残高

当第１四半期
連結累計期間

受注高

当第１四半期
連結累計期間

売上高

当第１四半期
連結会計期間末

受注残高

国内        

石油・ガス・資源開発関係 96 184 12 268

石油精製関係 21,762 1,653 3,717 19,698

ＬＮＧ関係 26,221 156 1,717 24,660

化学関係 5,730 3,622 1,833 7,519

発電・原子力・新エネルギー関係 65,682 4,484 5,982 64,184

生活関連・一般産業設備関係 14,127 89 1,968 12,248

環境・社会施設・情報技術関係 18,419 3,690 3,891 18,217

その他 842 2,567 1,091 2,318

計 152,882 16,448 20,215 149,114

海外        

石油・ガス・資源開発関係 100,748 1,031 18,930 82,849

石油精製関係 335,757 87 36,367 299,477

ＬＮＧ関係 1,076,066 4,428 104,466 976,028

化学関係 124,475 1,198 17,438 108,235

発電・原子力・新エネルギー関係 2,024 18 70 1,973

生活関連・一般産業設備関係 68 52 7 113

環境・社会施設・情報技術関係 10 76 10 75

その他 743 2,698 1,460 1,981

計 1,639,893 9,593 178,751 1,470,735

総合エンジニアリング事業 1,791,251 21,699 196,127 1,616,823

その他の事業 1,525 4,342 2,840 3,027

計 1,792,776 26,041 198,967 1,619,850

触媒・ファイン事業 － － 8,252 －

合計 1,792,776 26,041 207,220 1,619,850

（注）１．各項目の金額は、消費税等を除いて記載している。

２．総合エンジニアリング事業およびその他の事業の「前連結会計年度末受注残高」は当第１四半期連結累計期間

の為替換算修正および契約金額の修正・変更をそれぞれ次のとおり含んでいる。       （単位：百万円）

区分 為替換算修正 契約金額の修正・変更 計

石油・ガス・資源開発関係 3,110 △7,178 △4,067

石油精製関係 6,099 － 6,099

ＬＮＧ関係 17,284 △1,584 15,699

化学関係 △590 △13 △604

発電・原子力・新エネルギー関係 △4 △38 △42

生活関連・一般産業設備関係 － △183 △183

環境・社会施設・情報技術関係 0 － 0

その他 △10 － △10

計 25,889 △8,998 16,890

総合エンジニアリング事業 25,896 △8,998 16,897

その他の事業 △7 － △7

３．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。

- 4 -



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年６月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成27年８月11日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 259,052,929 259,052,929
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 259,052,929 259,052,929 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 259,052 － 23,511 － 25,578

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項なし。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  6,711,000
－

単元株式数

1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 251,301,000 251,301 同上

単元未満株式 普通株式  1,040,929 － －

発行済株式総数 259,052,929 － －

総株主の議決権 － 251,301 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」および「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそ

れぞれ1,000株（議決権１個）および690株含まれている。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が561株含まれている。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日揮株式会社

東京都千代田区

大手町２丁目２番１号
6,711,000 － 6,711,000 2.59

計 － 6,711,000 － 6,711,000 2.59

（注）平成27年６月30日現在の自己株式数は、6,733,972株である。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、該当事項はありません。

なお、当四半期累計期間末後の平成27年７月１日において、次のとおり役員の異動がありました。
 
役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

副社長執行役員
－ 第２事業本部長 赤羽根 勉 平成27年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 282,707 261,416 

受取手形・完成工事未収入金等 134,822 123,970 

有価証券 15,000 21,000 

未成工事支出金 32,727 39,092 

商品及び製品 3,703 4,740 

仕掛品 2,470 3,026 

原材料及び貯蔵品 2,828 2,962 

未収入金 28,956 20,480 

繰延税金資産 17,729 17,692 

その他 12,722 15,593 

貸倒引当金 △130 △116 

流動資産合計 533,538 509,859 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 67,385 67,326 

機械、運搬具及び工具器具備品 68,291 68,498 

土地 25,996 24,888 

リース資産 347 365 

建設仮勘定 679 811 

その他 5,181 5,504 

減価償却累計額 △89,321 △90,651 

有形固定資産合計 78,560 76,743 

無形固定資産    

ソフトウエア 2,068 2,023 

その他 14,015 13,967 

無形固定資産合計 16,084 15,990 

投資その他の資産    

投資有価証券 102,419 105,487 

長期貸付金 6,141 6,249 

退職給付に係る資産 682 604 

繰延税金資産 5,822 5,068 

その他 5,624 6,170 

貸倒引当金 △23,707 △24,135 

投資損失引当金 △5,411 △5,411 

投資その他の資産合計 91,572 94,033 

固定資産合計 186,216 186,767 

資産合計 719,754 696,626 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 106,598 107,289 

短期借入金 13,204 15,708 

未払法人税等 3,289 1,512 

未成工事受入金 84,648 58,624 

完成工事補償引当金 2,226 2,693 

工事損失引当金 35,623 30,800 

賞与引当金 7,507 8,819 

役員賞与引当金 136 143 

債務保証損失引当金 6,324 6,324 

その他 26,974 27,314 

流動負債合計 286,533 259,230 

固定負債    

長期借入金 22,715 22,287 

退職給付に係る負債 13,544 13,633 

役員退職慰労引当金 275 237 

繰延税金負債 582 136 

再評価に係る繰延税金負債 3,306 3,306 

その他 4,300 4,191 

固定負債合計 44,724 43,794 

負債合計 331,257 303,024 

純資産の部    

株主資本    

資本金 23,511 23,511 

資本剰余金 25,608 25,608 

利益剰余金 336,324 340,516 

自己株式 △6,659 △6,713 

株主資本合計 378,784 382,922 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 10,272 12,168 

繰延ヘッジ損益 △487 △239 

土地再評価差額金 △6,289 △6,289 

為替換算調整勘定 6,593 5,524 

退職給付に係る調整累計額 △1,392 △1,364 

その他の包括利益累計額合計 8,696 9,798 

非支配株主持分 1,016 880 

純資産合計 388,496 393,601 

負債純資産合計 719,754 696,626 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 170,459 207,220 

売上原価 152,067 189,978 

売上総利益 18,391 17,242 

販売費及び一般管理費 5,470 5,288 

営業利益 12,920 11,953 

営業外収益    

受取利息 613 582 

受取配当金 1,130 1,046 

為替差益 － 1,107 

固定資産賃貸料 158 158 

持分法による投資利益 143 168 

その他 33 162 

営業外収益合計 2,079 3,226 

営業外費用    

支払利息 103 158 

為替差損 1,930 － 

固定資産賃貸費用 79 74 

その他 43 59 

営業外費用合計 2,156 292 

経常利益 12,843 14,887 

特別利益    

固定資産売却益 1 233 

関係会社株式売却益 819 － 

投資損失引当金戻入額 588 － 

その他 286 44 

特別利益合計 1,696 277 

特別損失    

固定資産売却損 48 － 

その他 9 － 

特別損失合計 58 － 

税金等調整前四半期純利益 14,480 15,165 

法人税等 4,812 5,622 

四半期純利益 9,668 9,542 

非支配株主に帰属する四半期純利益 52 51 

親会社株主に帰属する四半期純利益 9,615 9,491 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 9,668 9,542 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 842 1,895 

繰延ヘッジ損益 △44 249 

為替換算調整勘定 △1,073 △1,069 

退職給付に係る調整額 △4 31 

持分法適用会社に対する持分相当額 △3 △3 

その他の包括利益合計 △283 1,103 

四半期包括利益 9,384 10,646 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 9,353 10,594 

非支配株主に係る四半期包括利益 30 52 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項なし。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離

等会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用

として計上する方法に変更している。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更している。加えて、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間

および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っている。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

および事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間

の期首時点から将来にわたって適用している。

なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益ならびに当第１四半

期連結会計期間末の資本剰余金に与える影響はない。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。
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（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

（イ）他社の金融機関からの借入金等に対して次のとおり保証を行っている。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

Rabigh Arabian Water and 

Electricity Company

8,659百万円

(72,057千USD)

Rabigh Arabian Water and 

Electricity Company

8,701百万円

(71,064千USD)

Solacor Electricidad Uno S.A. 5,868百万円

(45,030千EUR)

Solacor Electricidad Uno S.A. 6,064百万円

(44,191千EUR)

Solacor Electricidad Dos S.A. 5,777百万円

(44,335千EUR)

Solacor Electricidad Dos S.A. 5,970百万円

(43,509千EUR)

JGC Algeria S.p.A. 3,594百万円

(2,945,925千DZD)

JGC Algeria S.p.A. 3,684百万円

(2,947,222千DZD)

Power Cogeneration Plant Company 2,091百万円

(17,408千USD)

Power Cogeneration Plant Company 2,131百万円

(17,408千USD)

Taweelah Asia Power Company 

P.J.S.C. 

721百万円

(6,000千USD)

Taweelah Asia Power Company 

P.J.S.C. 

734百万円

(6,000千USD)

その他４社

（このうち外貨建保証額）

896百万円

(5,925千USD)

(2,000千AUD)

 

その他５社

（このうち外貨建保証額）

1,189百万円

(5,925千USD)

（14,000千CNY)

(2,000千AUD)

計 27,608百万円 計 28,476百万円

なお、上記保証債務には、複数の保証人がいる連帯保証が含まれているが、それら連帯保証人の支払能力が十分である

ことおよび自己の負担割合が明記されていることから、自己の保証額を記載している。

（USD：米ドル、EUR：ユーロ、DZD：アルジェリアディナール、CNY：人民元、AUD：オーストラリアドル）

 

（ロ）従業員の住宅資金などの金融機関からの借入債務に対して次のとおり保証を行っている。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

10百万円 11百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 2,318百万円 2,089百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

  配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 11,737 46.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

  配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 5,299 21.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報              （単位：百万円）

  報告セグメント 

その他 合計 調整額 
四半期連結 
損益計算書 
計上額  

総合エンジ
ニアリング 

触媒・ファ
イン 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 156,893 10,304 167,197 3,262 170,459 － 170,459 

セグメント間の内部

売上高または振替高 
0 0 0 1,102 1,103 △1,103 － 

計 156,893 10,304 167,197 4,364 171,562 △1,103 170,459 

セグメント利益 10,972 1,228 12,201 699 12,900 20 12,920 

（注）１．その他には、情報処理事業、コンサルティング事業、オフィスビル管理事業、発電・造水事業、原油・ガス生

産販売事業などを含んでいる。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報              （単位：百万円）

  報告セグメント 

その他 合計 調整額 
四半期連結 
損益計算書 
計上額  

総合エンジ
ニアリング 

触媒・ファ
イン 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 196,127 8,252 204,379 2,840 207,220 － 207,220 

セグメント間の内部

売上高または振替高 
1 － 1 1,061 1,063 △1,063 － 

計 196,128 8,252 204,381 3,902 208,284 △1,063 207,220 

セグメント利益 10,787 642 11,430 368 11,799 154 11,953 

（注）１．その他には、情報処理事業、コンサルティング事業、オフィスビル管理事業、発電・造水事業、原油・ガス生

産販売事業などを含んでいる。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

 １株当たり四半期純利益金額 38円10銭 37円62銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百

万円）
9,615 9,491

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
9,615 9,491

普通株式の期中平均株式数（千株） 252,412 252,328

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

（重要な後発事象）

該当事項なし。

 

２【その他】

該当事項なし。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成27年８月11日

日揮株式会社  

  取締役会 御中  

 

  有限責任 あずさ監査法人  

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 宍戸 通孝   印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 齋藤 慶典   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日揮株式会社の

平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日揮株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
 

 ※１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出会

社が別途保管しております。

 ※２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 


